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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第83期
第３四半期
連結累計期間

第84期
第３四半期
連結累計期間

第83期

会計期間
自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日

自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日

自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日

売上高 (百万円) 97,542 118,547 129,600

経常利益 (百万円) 6,350 11,068 7,739

四半期(当期)純利益 (百万円) 4,264 7,582 5,063

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 5,338 10,630 7,651

純資産額 (百万円) 65,789 78,726 68,104

総資産額 (百万円) 127,667 146,029 121,670

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 47.08 83.66 55.89

潜在株式調整後
１株当たり四半期(当期)純利益

(円) 47.07 83.58 55.88

自己資本比率 (％) 51.5 53.9 55.9
 

　

回次
第83期
第３四半期
連結会計期間

第84期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成24年10月１日
至 平成24年12月31日

自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 19.16 40.89
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容に重

要な変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に継続企

業の前提に重要な疑義が生じるような異常な変動等はありません。また、前事業年度の有価証券報告

書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間（自 平成25年10月１日 至 平成25年12月31日）において、経営上の重

要な契約等の決定又は締結等は行われておりません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当第３四半期連結累計期間の世界経済は、各国の金融緩和策拡大により、欧州の債務危機問題がそ

れまでの危機的状況から一旦落ち着き、米国経済においても住宅投資が堅調に推移するなど、先進国

においては緩やかな回復基調で推移した一方、新興国経済は、ユーロ圏における景気停滞の長期化や

米国債務上限引上げ問題による景気の下振れ懸念などから輸出減や設備投資が伸び悩み、景気は総じ

て足踏み状態となりました。わが国経済においても、株価の回復や円高の是正により民間需要に回復

の兆しが見え始めたものの、世界経済の回復遅れの影響から、景気の回復は緩やかなものとなりまし

た。　

当社グループの関連するエレクトロニクス市場は、スマートフォンやタブレットＰＣなどの成長機

器や自動車関連需要が引続き堅調に推移しましたが、ノートＰＣ、薄型テレビ関連の需要低迷や設備

投資関連分野も新興国需要の回復が遅れるなど、市場全体としては総じて厳しい状況で推移しまし

た。

このような状況のもと当社グループは、主力のコネクタ事業において、海外スマートフォンやタブ

レットＰＣなどの成長機器や自動車分野などの成長市場を中心に、積極的なグローバルマーケティン

グと新製品開発活動の展開による受注・売上の拡大を図るとともに、生産拠点及び生産設備の増強投

資を進める中で、内製化の取組み強化及び自動化によるコストダウン、設備効率化及び諸費用抑制な

ど経営全般にわたる効率化を推進し業績向上に努めました。

その結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は1,185億47百万円（前年同期比122％）、利益面に

おいては、営業利益116億38百万円（前年同期比166％）、経常利益110億68百万円（前年同期比

174％）、四半期純利益75億82百万円（前年同期比178％）と増収・増益とすることができました。

 　　 セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

①コネクタ事業

当社グループの注力する市場分野のうち、情報・通信分野におけるスマートフォン、タブレット

ＰＣなどの成長機器の需要を捉えることができました。また、自動車関連分野も堅調に推移したこ

とから、当第３四半期連結累計期間の連結業績は、売上高1,034億67百万円（前年同期比125％）、

セグメント利益141億35百万円（前年同期比164％）と当社グループの主力事業として全社業績を牽

引しました。

②インターフェース・ソリューション事業

入力デバイス分野の自動車関連製品は堅調に推移したものの、デジタルカメラ向け製品が市場の

低迷の影響を受けたことにより、当第３四半期連結累計期間の連結業績は、売上高32億71百万円

（前年同期比82％）、セグメント損失１億39百万円（前年同期は62百万円の損失）となりました。
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③航機事業

民需分野において、海外油田掘削関連製品が堅調に推移したものの、官需分野において、一部の

防衛関連製品の売上が翌四半期以降となったことなどにより、当第３四半期連結累計期間の連結業

績は、売上高99億41百万円（前年同期比99％）、セグメント利益４億50百万円（前年同期比33％）

となりました。

　

(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、現金及び預金の増加、売上増加による売上債権の増加及

び国内外のコネクタ主力生産拠点における工場増設等による有形固定資産の増加により、前連結会計

年度末に比べ243億59百万円増加の1,460億29百万円となりました。

負債は、仕入債務及び借入金の増加により、前連結会計年度末に比べ137億37百万円増加の673億２

百万円となりました。

純資産は、主として四半期純利益の計上により、前連結会計年度末に比べ106億22百万円増加の787

億26百万円となり、自己資本比率は53.9％となりました。

　

(3) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は60億92百万円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 350,000,000

計 350,000,000
 

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成25年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年２月13日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 92,302,608 同左
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は
1,000株であります。

計 92,302,608 同左 ― ―
 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　　　該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　　該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　　　　　該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成25年10月１日～
平成25年12月31日

― 92,302,608 ― 10,690 ― 14,431
 

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認でき

ないため、記載することができないことから、直前の基準日である平成25年９月30日現在の株主名

簿により記載しております。

　

① 【発行済株式】

   平成25年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

普通株式
1,655,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式
90,192,000

90,192 ―

単元未満株式
普通株式
455,608

― ―

発行済株式総数 92,302,608 ― ―

総株主の議決権 ― 90,192 ―
 

　

② 【自己株式等】

  平成25年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
日本航空電子工業株式会社

東京都渋谷区道玄坂
１丁目21番２号

1,655,000 ─ 1,655,000 1.79

計 ― 1,655,000 ─ 1,655,000 1.79
 

　

２ 【役員の状況】

　　　　該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成25年10月１

日から平成25年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 14,792 21,960

受取手形及び売掛金
※1 24,730 ※1 35,732

たな卸資産 11,345 13,640

繰延税金資産 1,484 1,492

その他 3,724 4,243

貸倒引当金 △35 △72

流動資産合計 56,041 76,996

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 16,918 21,651

機械装置及び運搬具（純額） 23,266 22,265

工具、器具及び備品（純額） 5,469 5,558

土地 5,297 5,327

建設仮勘定 5,689 3,883

有形固定資産合計 56,640 58,686

無形固定資産 1,891 2,328

投資その他の資産

繰延税金資産 2,463 2,263

その他 4,768 5,891

貸倒引当金 △135 △136

投資その他の資産合計 7,096 8,018

固定資産合計 65,628 69,033

資産合計 121,670 146,029
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金
※1 23,437 ※1 29,370

短期借入金 8,972 8,383

未払法人税等 694 2,368

取締役賞与引当金 90 105

その他 9,357 8,596

流動負債合計 42,552 48,823

固定負債

長期借入金 6,211 14,265

退職給付引当金 4,494 3,914

その他 307 299

固定負債合計 11,013 18,479

負債合計 53,565 67,302

純資産の部

株主資本

資本金 10,690 10,690

資本剰余金 14,439 14,450

利益剰余金 45,917 53,445

自己株式 △1,230 △1,161

株主資本合計 69,817 77,424

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 607 1,070

為替換算調整勘定 △2,401 184

その他の包括利益累計額合計 △1,793 1,255

新株予約権 80 46

純資産合計 68,104 78,726

負債純資産合計 121,670 146,029
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

売上高 97,542 118,547

売上原価 77,598 92,399

売上総利益 19,944 26,148

販売費及び一般管理費 12,948 14,509

営業利益 6,995 11,638

営業外収益

受取利息 28 51

受取配当金 233 54

為替差益 － 385

その他 117 165

営業外収益合計 379 657

営業外費用

支払利息 84 92

固定資産除却損 670 1,091

為替差損 218 －

その他 50 42

営業外費用合計 1,024 1,227

経常利益 6,350 11,068

税金等調整前四半期純利益 6,350 11,068

法人税、住民税及び事業税 2,113 3,428

法人税等調整額 △26 58

法人税等合計 2,086 3,486

少数株主損益調整前四半期純利益 4,264 7,582

四半期純利益 4,264 7,582

EDINET提出書類

日本航空電子工業株式会社(E01828)

四半期報告書

10/17



【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 4,264 7,582

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 129 463

為替換算調整勘定 944 2,585

その他の包括利益合計 1,073 3,048

四半期包括利益 5,338 10,630

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 5,338 10,630

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当第３四半期連結累計期間

(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

(連結の範囲の重要な変更)

JAE Europe,Ltd.及びJAE Singapore Pte Ltd.は連結財務諸表における重要性が増したため、第１四半期連結

会計期間より、連結の範囲に含めております。
 

　

(会計方針の変更等)

当第３四半期連結累計期間

(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

(会計上の見積りの変更)

コネクタ事業における特定顧客の開発計画の変更が第２四半期連結会計期間において判明したことに伴い、

保有する生産設備について経済的使用可能予測期間を調査した結果、専用度の高い機械装置の残存耐用年数と

現在以降の経済的使用可能予測期間との乖離が明らかとなったため、当該機械装置について第２四半期連結会

計期間より耐用年数を短縮しております。

この変更により、従来の方法に比較して当第３四半期連結累計期間において減価償却費が1,311百万円多く計

上され、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ1,280百万円減少しております。
 

　

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第３四半期連結累計期間

(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

 (税金費用の計算)

当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期

純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法によっております。

ただし、当該見積実効税率により計算した税金費用が著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税

率により計算する方法によっております。
 

　
(四半期連結貸借対照表関係)

※１　期末日満期手形の会計処理

当第３四半期連結会計期間末日は金融機関の休日でありますが、満期日に決済されたものとして処理しており

ます。これにより、当第３四半期連結会計期間末残高から除かれている期末日満期手形は次のとおりでありま

す。

 
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

受取手形 266百万円 428百万円

支払手形 28 〃 9 〃
 

　

　２ 偶発債務

当社は、平成25年10月に、航機事業部において作業時間を過大に計上している案件があることが判明したこと

から、防衛省より、平成25年10月４日から平成26年７月３日までの９ヶ月間、指名停止の措置をとる旨の通知を

受けております。

今後、契約条項に従って違約金等の支払の発生が予想されますが、現在、防衛省の調査に協力しているところ

であり、過大請求に係る金額が見積れず、支払時期も未定のため、当社連結上の財政状態及び経営成績に及ぼす

影響は、現段階で不明であることから、引当金の計上は行っておりません。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

減価償却費 10,166百万円 13,804百万円
 

　

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年５月11日
取締役会

普通株式 452 5.00 平成24年３月31日 平成24年６月11日 利益剰余金

平成24年10月24日
取締役会

普通株式 452 5.00 平成24年９月30日 平成24年12月４日 利益剰余金
 

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。　

　

当第３四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年５月13日
取締役会

普通株式 452 5.00 平成25年３月31日 平成25年６月10日 利益剰余金

平成25年11月６日
取締役会

普通株式 725 8.00 平成25年９月30日 平成25年12月６日 利益剰余金
 

（注）平成25年11月６日取締役会決議の１株当たり配当額には創立60周年記念配当３円を含んでおります。

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。　
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

 前第３四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日)

　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他

(注)2
合計 調整額

四半期連結

損益計算書

計上額
コネクタ事業

インターフェース・

ソリューション事業
航機事業

売上高 82,798 4,010 10,009 724 97,542  ─ 97,542

セグメント利益

又は損失（△） (注)1
8,643 △62 1,370 △66 9,884 △2,889 6,995

 

(注) 1 セグメント損益は、四半期連結損益計算書上の営業損益でありますが、各報告セグメントへの配分が困難な本社スタッフ費用

等の一般管理費2,889百万円については調整額としております。

2 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、その他の物品の販売並びにサービス事業を含んで

おります。

　

 当第３四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他

(注)2
合計 調整額

四半期連結

損益計算書

計上額
コネクタ事業

インターフェース・

ソリューション事業
航機事業

売上高 103,467 3,271 9,941 1,867 118,547 ― 118,547

セグメント利益

又は損失（△） (注)1
14,135 △139 450 118 14,565 △2,927 11,638

 

(注) 1 セグメント損益は、四半期連結損益計算書上の営業損益でありますが、各報告セグメントへの配分が困難な本社スタッフ費用

等の一般管理費2,927百万円については調整額としております。

2 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、その他の物品の販売並びにサービス事業を含んで

おります。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上

の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

(1) １株当たり四半期純利益 47.08円 83.66円

    (算定上の基礎)   

   四半期純利益(百万円) 4,264 7,582

   普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

   普通株式に係る四半期純利益(百万円) 4,264 7,582

   普通株式の期中平均株式数(千株) 90,591 90,635

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 47.07円 83.58円

    (算定上の基礎)   

   普通株式増加数(千株) 14 80

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結
会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

 

　
　
２ 【その他】

第84期（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）中間配当については、平成25年11月６日

開催の取締役会において、平成25年９月30日の株主名簿に記載又は記録された株主若しくは登録株

式質権者に対して、次のとおり中間配当を行うことを決議し、配当を行っております。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　 　725百万円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　８円

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　平成25年12月６日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士   千   葉   　　　彰   印

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士   渡　　辺   力   夫   印

独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成26年２月13日

日本航空電子工業株式会社

取締役会  御中

　

 

　

 

　

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日
本航空電子工業株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会
計期間(平成25年10月１日から平成25年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成25年４月１日から
平成25年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計
算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務
諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実
施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公
正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本航空電子工業株式会社及び連結子会社
の平成25年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に
表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
強調事項
　注記事項（四半期連結貸借対照表関係）２偶発債務に記載されているとおり、航機事業部において作業時
間を過大に計上している案件があることが判明したことから、防衛省より指名停止の措置をとる旨の通知を
受けている。今後、契約条項に従って違約金等の支払の発生が予想されるが、現在、防衛省の調査に協力し
ているところであり、過大請求に係る金額が見積れず、支払時期も未定のため、引当金の計上は行っていな
い旨が記載されている。
　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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